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１−１　地方自治体機関Ａ：2014 年 9 月 5 日実施
（１）ダナン市の概要














100,000GRTの客船も入港できる。国際コンテナは、週に 15 ～ 20 便ある。ダナン空港は、年間
600 万人の乗降客数がある。ダナン市から空港のあるクアン間に高速道路が 2017 年までに整備され
る予定である。
（３）ダナン市の工業団地の概要
　工業団地は 6箇所あり、あわせて 1200ha の規模である。ソフトウエアパークが 1箇所あり、






















　大型船は、45,000DWT、2,000TEU が中心で、24 時間稼働している。客船は、102 便が到着予

































　1986 年にドイモイ政策が始まり、1995 年～ 1999 年にアジア危機が発生した。アジア経済危機
後の 2000 年～ 2011 年は、高成長をした。その中で、製造業は伸びている。サービス業は緩やか
だが伸びている。しかし、第一次産業は低下している。
　2000 年の貿易自由化以降、伸びが増えている。製造業の寄与度は 30%程度であり、1999 年ま
では仕事が足りない状況であったが、2000 年からは、仕事数が多い状況である。
　雇用は、1990 年～ 2011 年で農業が 73.0% から 48.5% と約半分に減少している。サービス業の
雇用の割合が、15.7% から 30.2% となり増えている。製造業は、7.8% から 13.9% とわずかである







































である。ホーチミンは 1㎡当たり 180 ドル程度だが、ハイテクパークは同 15 ドル程度と 10 倍以
上の差がある。開発コストは 1㎡あたり 25 ～ 30 ドルで、土地代は同 1ドル程度である。
専修大学　アジア産業研究センター年報　第１号 107
２．ラオス（サバナケット市）の現地調査記録

































































ハウを蓄積していくなかで、他国においてもサポートしていこうということで、2010 ～ 11 年に
かけてASEAN各国にも進出していった。タイでは 2011 年に現地法人を設立した。
　現在、タイ法人でサポートしている顧客は、記帳業務は約 20 社、労務や税務処理などの顧問業































　新制度は、2015 年 1 月以降申請した企業から適用される。それ以前は旧制度の対象である。企
業の業種によりメリットの増減があるため、一概に良し悪しの評価をするのは難しい。
（４）タイ国内の自動車業界の動向






























































３−３　政府系機関（日本）：2014 年 12 月 24 日実施
（１）「お互いプロジェクト」と Business Continuity Plan（BCP）の観点から
112
　「お互いプロジェクト」のなかで、タイ・日本との間でとくに製造業分野での補完関係が構築さ
れてきている。タイ国内の産業ミッシングリンクに日本の中小企業を誘致することによる、タイ
の当該産業と日本の中小企業とのwin-win の関係を目指す動きなどが広がってきており、もとも
とのBCPの目的からさらに発展したビジネスが生まれている。自動車、電子機器産業の事例が多
い。
　こうした動きは、日本の県や市などの地方自治体が国内の有望企業を探し、タイの工業省がタ
イ国内の有望企業を探し、コラボレーションを生み出すという支援にも支えられている（秋田県、
埼玉県、山梨県、愛知県、富山県、福井県、鳥取県、島根県、神奈川県川崎市）。
　たとえば、富山県では製薬関係の企業が多く立地しているため、タイハーブの製造技術とのコ
ラボレーションを目指す動きがある。鳥取県はアニメや IT産業がさかんで、新しいコンテンツ
を開発するなどの取り組みが進められようとしている。
　進出先の水・電気・労働者の知識・技術などの状況を踏まえた投資判断にはリスクが伴う。
　こうした課題を解消するため、これまでの日本がタイを支援するという枠組みから、パートナー
シップをもとにした周辺国支援という方向に変わりつつある。
（２）洪水時における日系企業の動向
　2011 年の洪水で 7つの工業団地が浸水などの被害を受けたが、他の工業団地も含め、各工業団
地内で対策するというのが基本で、団地に入っている企業にとっては、管理団体がいかに災害対
策を行っているかが生命線となる。
　日系企業は独自に防災対策に力を入れているところが多いが、タイの中小企業を中心に、組織
だって対策を講じているところはまだまだ少ない。
　工業団地周辺に被害があった場合、企業別での対応は難しい。現在、タイ政府ではエリアで連
携した仕組みづくりを志向している（「エリアBCP」）。
　フィリピン、ベトナム、インドネシアではパイロットプロジェクトを実施していて、今後タイ
でもモデル地区を選定し、実行に移していく予定である。
　洪水被害からの復旧を目指す時に、大企業であれば日本本社などから支援を受けることができ
た。しかし中小企業の場合、資金繰りが非常に大変で、銀行からバーツで融資を受けようとした
ときに担保がない。また、保険会社の審査にも時間がかかるため、短期間での設備更新は困難で
ある。
（３）日系企業から見た現地人材
　日系企業から見た現地人材について、2つ課題がある。1つは、新卒で工学部出身の学生を採用
しても、期待したほど知識がないため一から教育し直す場合が多いようである。インターンを加
えるなど、教育カリキュラムのプラクティカルな面を充実させてほしいという話を聞く。2つめ
は転職の多さ。キャリアを積むために転職は肯定的に捉えられている。技術系は、近年、売り手
市場なこともあってその傾向が強い。中堅技術者の不足も見られる。
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（４）BIO について
　労働集約型産業を周辺国へ移す動きは、タイ国内の労働者が少ないことがひとつの要因。その
ため失業率が低く、現在はほぼ完全雇用状態である。労働者が少ないと仕事を求めて移民が入っ
てくる。治安上よくないこともあり、これを避けたい。自国内の少ない労働者数でまかなえる産
業は高付加価値産業しかない。しかし産業構造は急には変えていけないため長いスパンで考える
必要がある。
　短期で見れば、タイの最低賃金（300 バーツ／日）を考慮すると労働集約型産業はタイに残る。
長期で見た場合、インドネシアやミャンマーが経済発展を遂げることで大規模工事が行われ、外
国投資が増え、物価があがり、それなりの賃金を払えるようになれば、タイに出稼ぎに来ている
ミャンマー人などは自分の国に帰って働く可能性が高い。そうなったときに慌てないように、タ
イ政府は労働集約型産業から知識集約型産業への移行を目指している。
（５）長期的にみた ASEAN 内外の関連
　ASEAN市場は拡大していくはず。人口も増えていくので、比率としてASEAN内貿易が拡大
したとしても、停滞というより拡大傾向にあると考えている。今後はアグロビジネスの展望が明
るいのではないか。今は作ってそのまま売るか、単純加工をして売って終わりだが、もう一段階
加工することで付加価値が生まれると思われる。
